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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第17期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第18期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第17期

会計期間

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成21年
    ９月30日

売上高 (百万円) 19,456 9,187 57,293

経常利益(△損失) (百万円) △282 254 △925

四半期(当期)純利益(△損失)(百万円) △1,647 △397 △6,870

純資産額 (百万円) 7,233 1,318 1,724

総資産額 (百万円) 28,510 11,332 13,072

１株当たり純資産額 (円) 22,356.162,307.793,357.40

１株当たり四半期(当期)
純利益(△損失)金額

(円) △6,216.70△1,030.61△21,288.47

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 20.8 7.8 9.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,255 △79 1,401

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △464 △129 1,573

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,793 △480 △7,937

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,875 4,227 4,914

従業員数 (名) 3,672 1,544 1,937

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

(1)事業内容及び事業区分の変更

当社グループ(当社及びその関係会社をいいます。以下同じ。)は、平成21年５月８日発表の「３か年計

画」に基づき、創業以来の強みである「短期業務支援事業」に注力するとともに、成長分野である「営業支

援事業」の拡大を図っております。

当社グループは、従来、事業区分を「スポット事業」「ファクトリー事業」「テクノロジー事業」「オ

フィス事業」「その他事業」の５区分としておりましたが、事業再編に伴い、ファクトリー事業からは撤退

し、当第１四半期連結会計期間より、下記の各事業の主なサービスごとに事業の種類別セグメントを区分変

更することに致しました。この変更により、平成21年９月期に「オフィス事業」に含めておりました㈱フル

キャストのオフィス系人材派遣事業の事務系人材サービスを「短期業務支援事業」に移行しております。

①短期業務支援事業 ・ ・

・・

倉庫・物流一般や小売業などにおける軽作業に人材を派遣する短期系人

材サービス業等を行っております。

②営業支援事業 ・ ・

・・

営業アウトソーシング事業、コールセンターの運営、移動体通信事業等を

行っております。

③技術者派遣事業 ・ ・

・・

製造業を中心とする開発・製造工程や他業種のソフトウェアの開発工程

を対象とした技術系人材サービス並びに受託によるシステム開発等を

行っております。

④警備・その他事業 ・ ・

・・

主として、公共的施設や一般企業などに対して、警備業務を行っておりま

す。

　

(2)主要な関係会社の異動

当第１四半期連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,544(704)

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２．従業員数が前連結会計年度末に比べて393名減少した主な要因は、技術者派遣事業を営む㈱フルキャストテク

ノロジーにおける希望退職、退職勧奨及び自己都合退職によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 17(1)

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時従業員数は

( )内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当第１四半期連結会計期間において、事業の種類別セグメントの区分変更を行っております。このため、

前年同四半期連結会計期間との比較については、前年同四半期連結会計期間の実績値を変更後の区分に組

み替えて行っております。

(1) 生産及び受注実績

当社グループは主として生産活動を行っておらず、また受注の状況については下記の理由により受注

規模を金額で示すことはしておりません。

①  短期業務支援事業は、受注から売上計上までの期間が極めて短いこと。

②  営業支援事業は、主に通信商材の販売を行っているため受注から売上計上までの期間が短いこと、

また、コールセンターの運営は契約獲得による売上計上が主であること。

③  技術者派遣事業の人材派遣・請負業務においては、受注時の業務量がその後の顧客の要望に合わせ

て変更することが多いこと。

　

(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

短期業務支援事業 5,421 △32.5

営業支援事業 2,124 46.2

技術者派遣事業 1,091 △75.6

警備・その他事業 551 △70.6

合計 9,187 △52.8

(注)１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

    ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

イーモバイル(株) ─ ─ 1,162 12.7

    ３．総販売実績に対する割合が10％未満の相手先に対する販売高及び割合については、記載を省略しております。

    ４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませんが、当社グループにおけ

る事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項をここに記載しております。

なお、投資者に対する積極的情報開示の観点から、事業上のリスクに必ずしも該当しないと考えられる

事項であっても投資者が投資判断をするうえで、あるいは当社グループの事業活動を理解するうえで重

要であると考えられる事項を含めて記載しております。

当社グループはリスク発生の可能性の認識、発生の回避及び発生した場合の対応に最大限の努力を行

う所在です。下記事項には、将来に係るリスク要因が含まれておりますが、これらの事項は当第１四半期
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報告書提出日に現在において、当社グループが判断したものであります。

　

　

(1)グループの事業展開方針について

当社グループは、コーポレートガバナンスの徹底と経営戦略決定・戦術実行の迅速化を図ることで企

業競争力を強化するとともに、グループの各事業・各業態が環境変化に的確かつ迅速に対応できるよ

う、グループの柔軟な再編を促進し、事業の選択と集中を進めておりますが、事業再編・強化に予想以上

の時間を要したり、収益への貢献度が計画どおり進まなかった場合には、当社グループの業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。

また、雇用確保を最優先し、現在の雇用状況（求職側、求人側双方のニーズ）に対応するため、今後も

継続して短期業務支援事業を展開してまいりますが、同事業の事業収益が見込みどおりに推移しない場

合、労働者派遣法改正に伴うビジネスモデルの転換などに時間を要した場合には、当社グループの業績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。

営業支援事業においては、通信商材等の営業支援、コールセンター業務などを展開しておりますが、同

事業の事業収益が見込みどおりに推移しない場合、多額の資金投入を要する場合、販売商品の商品力が

低下した場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループは事業シナジーが見込まれない関係会社株式や投資有価証券は売却する方針であ

りますが、株式保有先の業績悪化による時価又は実質価額の著しい下落などにより、減損処理を行うこ

ととなった場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)法的規制について

a）法的規制の変更について

当社グループが行う事業に適用される労働者派遣法、労働基準法、職業安定法、労働者災害補償保険

法、健康保険法及び厚生年金保険法その他の関係法令が、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに

伴って、改正ないし解釈の変更などが実施される場合、その内容によっては、当社グループが行う事業に

重大な影響を及ぼす可能性があります。

なお、今般、「短期労働者派遣（いわゆる日雇派遣）」「登録型派遣」「製造業派遣」の原則禁止な

ど、労働者派遣法改正の議論がなされております。今後の労働者派遣法改正の内容に適切に対応したビ

ジネスモデルを策定し、「短期雇用の職業紹介事業等」への段階的な移行準備を進めるなどして、今後

も継続して短期業務支援事業を展開してまいりますが、今後の改正ないし解釈の変更などが実施される

場合には、当社グループが行う事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。

ｂ）社会保険料負担について

社会保険の加入に関しては、２ヶ月までの契約期間の労働者並びに、通常労働者の４分の３未満の労

働時間で就労する労働者などについては、健康保険法の適用から除外されております。

また、厚生年金保険法においても健康保険法とほぼ同様の規定になっております。短期業務支援事業

においては、スタッフを短期間で雇用するため社会保険適用除外者が大半でありますが、㈱フルキャス

トにおいて、労働者派遣法改正により「短期労働者派遣（いわゆる日雇派遣）」が禁止され、結果とし

て中長期労働者派遣による社会保険被保険者が増加した場合、社会保険料負担額が増加することとなり

ます。このことに対し、顧客に対する請求金額への転嫁や業務効率化などの内部努力によるコスト削減

などによって吸収できない場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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ｃ）派遣事業について

当社グループでは、労働者派遣法に基づき、厚生労働大臣の許可を受け労働者派遣事業を行っており

ますが、派遣元事業者としての一定の欠格事由に該当した場合、関係法令違反並びに許可要件に違反し

た場合などには、許可の取消、事業廃止命令または事業停止命令を受けることがあります。当社グループ

では、企業コンプライアンス及びリスクマネジメントの強化を図り法令違反を未然に防止するよう努め

ておりますが、将来何らかの理由により許可の取消等があった場合には、労働者派遣事業を行えなくな

り、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

ｄ）請負事業について

当社グループにおいては、請負契約に基づく請負事業者として、当該契約の顧客企業から独立して請

け負った業務を完遂しております。その業務の遂行にあたっては、労働者派遣事業と請負により行われ

る事業との区分に関する基準（昭和61年労働省告示第37号）その他の関係法令に従っております。

請負事業の特性上、生産性のリスクや不良品発生リスクを担っておりますが、このことに対し、業務効

率化などの内部努力によるコスト削減などによって吸収できない場合、当社グループの事業に影響を及

ぼす可能性があります。

　

(3)従業員の確保と定着について

当社グループでは、将来の収益構造の再構築を図るため、成長が見込まれる事業分野への人員の再配

置を行うとともに、㈱フルキャストなどにおいて前連結会計年度に希望退職者の募集を行い、人員削減

を実施いたしました。今後、当社グループの人材が必要以上に流出するような場合には、当社グループの

事業に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)顧客企業及びスタッフのデータベース管理について

当社グループは、顧客企業のニーズに合った最適任者を迅速にコーディネートし、スタッフ配置の効

率化を図るため、スタッフの勤務態度や職種ごとの経験並びに顧客企業に関する情報などをデータベー

ス化し管理しております。

データベース化した情報は、サーバーの故障などに備えるため、サーバーを複数台配備しております

が、地震などの災害やその他の原因によりサーバーが同時に停止するなどのトラブルが発生し、システ

ムが停止する事態に陥った場合、業務に支障をきたす結果となり、当社グループの事業に重大な影響を

及ぼす可能性があります。

今後とも必要に応じて情報化投資を進め、コストやサービス面での差別化を図っていく計画でありま

すが、これらの投資が必ずしも今後の売上増加に結びつくとは限らず、投資効率が悪化する可能性があ

ります。

個人情報を含むデータの管理につきましては、明確な取扱基準を定めるとともに、システムに対する

アクセス権限の厳格化や内部監査の強化などを通じて、個人情報への不正アクセス、または個人情報の

紛失、改ざん、漏洩等の予防に努めておりますが、何らかの原因により情報が漏洩する事態が発生した場

合、当社グループに対する社会的信用が失墜し、売上高の減少や損害賠償の請求などをもたらす結果と

なり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、当社グループは個人情報に限らず、顧客情報、営業情報など事業継続上必要な情報資産の管理体

制の強化を図り、事業活動における情報セキュリティ対策の充実に努めております。
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(5)スタッフに係る業務上の災害及び取引上のトラブルについて

スタッフが業務遂行に際して、または業務に起因して、死亡、負傷した場合、または疾病にかかった場

合には、労働基準法及び労働者災害補償保険法その他の関係法令上、使用者である当社グループに災害

補償義務が課されます。（なお、顧客企業にあたる派遣先事業主には、労働安全衛生法上の使用者責任が

あり、スタッフに対して民事上の安全配慮義務があります。）

当社グループは、スタッフに対する初級安全衛生教育を徹底するとともに、怪我や病気を未然に防ぐ

ため、作業に関する注意事項の掲示及び配布を実施することで、安全に対するスタッフの意識向上を促

しております。また、労働者保護の観点から、労災上積保険として、約定履行費用保険などに加入してお

りますが、これらの保険がカバーする範囲を越える災害が万一発生した場合、労働契約上の安全配慮義

務違反や不法行為責任などを理由に、当社グループが損害賠償責務を負う可能性があります。

また、スタッフによる業務遂行に際して、スタッフの過誤による事故や顧客企業との契約違反または

スタッフの不法行為により訴訟の提起またはその他の請求を受ける可能性があります。当社グループ

は、法務担当者を配して法的危機管理に対処する体制を整えておりますが、訴訟の内容及び金額によっ

ては当社グループの事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

(6)当社グループ業績の季節変動要因について

当社グループの短期業務支援事業では、その業務特性から第２四半期並びに第４四半期に受注量が増

加する傾向があります。業務の質を向上させることにより、顧客企業の業務効率化に寄与するサービス

の提供を充実させ、季節変動の縮小化を図っております。

また、技術者派遣事業では、技術者社員の稼働人数が業績に影響を与えます。新卒技術社員は４月入社

のウェイトが高く、これら新卒技術者が配属され稼働する下期に収益が高まる傾向があります。さらに、

技術社員の料金改訂につきまして、顧客企業の多くが３月決算を採用していることから、料金改定の交

渉や実施時期は４月以降になるケースが多くあるため、技術者派遣事業の売上高および利益は下期に偏

る傾向があります。

　

(7)継続企業の前提に関する事項について

当社グループでは、日本経済の急激な景気悪化や労働環境の悪化などの影響により、厳しい経営環境

が続いております。その結果、平成21年９月期の連結財務諸表上の売上高は平成20年９月期と比べ大幅

な減収（前年同期比42.1％減）となり、682百万円の営業損失を計上いたしました。また、このような経

営環境のもと、一部の取引金融機関と今後の借入金の契約条件の見直しについて交渉を継続しておりま

す。

このような状況により、当第１四半期報告書提出日現在において、継続企業の前提に関する重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を解消すべく、当社グループでは、平成21年９月期に中期経営計画「３か年計画」を策定し、

グループの再編及びリストラクチャリングを実行いたしました。グループ再編については、事業ドメイ

ンを「短期業務支援事業」、「営業支援事業」と定め、事業の選択と集中を推進してまいりました。ま

た、子会社の人員削減や支店の統廃合を軸としたリストラクチャリングを実施し、販売費及び一般管理

費の削減を推進しており、これらの経営合理化策を推進することで経営基盤の強化を図るとともに、引

き続きコンプライアンス最優先の経営を推進してまいります。

当社グループでは、上記施策により、グループ全社における経営基盤を強化することで、継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況についても解消されるものと考えておりますが、今後の

経営基盤の強化に予想以上の時間を要した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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３ 【経営上の重要な契約等】

(1)子会社株式の一部譲渡契約

当社は、平成21年12月29日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストマーケティング

の株式について、㈱光通信へ一部譲渡することを決議し、同日付で株式売買契約を締結しました。

なお、平成22年１月１日に株式譲渡は完了しております。

詳細は、「第５  経理の状況  １.四半期連結財務諸表  注記事項  (重要な後発事象)」に記載のとお

りであります。

(2)子会社による株式取得

当社は、平成21年12月29日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストマーケティング

が㈱イーストコミュニケーション及び㈱エーコーシステムの株式を光通信グループの㈱ハローコミュニ

ケーションズより取得し、当社の連結子会社とすることについて承認することを決議いたしました。

なお、㈱フルキャストマーケティングは同日付で株式売買契約を締結し、平成22年１月１日に株式取得

を完了しております。

詳細は、「第５  経理の状況  １.四半期連結財務諸表  注記事項  (重要な後発事象)」に記載のとお

りであります。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1)業績

当第１四半期連結会計期間においては、一昨年来の景気悪化の影響が続く中、製造業などの生産分野で

一部持ち直しの動きが見られました。しかし、雇用情勢は悪化を続け、完全失業率が高い水準で推移し、企

業の雇用人員の過剰感が継続するなど、人材サービス事業を取り巻く環境は引き続き厳しいものとなり

ました。

このような環境のもと、当社グループでは平成21年５月８日発表の「３か年計画」に基づき、創業以来

の強みである「短期業務支援事業」に注力するとともに、成長分野である「営業支援事業」の拡大を図

りました。

連結売上高については、求人需要が低迷した影響を受けて、短期業務支援事業、技術者派遣事業の売上

高が前年同期より減少したことに加え、前連結会計年度中に子会社の株式譲渡を行った影響などから、連

結売上高は9,187百万円（前年同四半期連結会計期間比52.8％減）となりました。なお、前連結会計年度

中に株式譲渡を行い、連結の範囲から除外した子会社の影響を除いた場合、連結売上高の前年同四半期連

結会計期間比は25.1％減となります。

利益面では、前連結会計年度に行った販売費及び一般管理費抑制施策の効果により、連結営業利益は

279百万円（前年同四半期連結会計期間は273百万円の営業損失）、連結経常利益は254百万円（前年同四

半期連結会計期間は282百万円の経常損失）となりました。

しかしながら、特別損失に投資有価証券評価損543百万円、技術者派遣事業における雇用調整支出金70

百万円、特別退職金45百万円などを計上したことなどから、397百万円の連結四半期純損失(前年同四半期

連結会計期間は1,647百万円の純損失)となりました。
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事業別の状況

当第１四半期連結会計期間において、事業の種類別セグメントの区分変更を行っております。このた

め、前年同四半期連結会計期間に関する数値は、新しい事業区分に組み替えた上で比較しております。

①短期業務支援事業

短期業務支援事業におけるシェア拡大に向けて営業活動を行いましたが、求人需要が停滞したこと

などから、売上高は5,421百万円（前年同四半期連結会計期間比32.5％減）となりました。

利益面では、前連結会計年度において㈱フルキャストを中心に実施した人員削減、拠点統廃合等の販

売費及び一般管理費抑制施策の効果により、264百万円の営業利益（前年同四半期連結会計期間は297

百万円の営業損失）となりました。

②営業支援事業

コールセンター事業におけるインターネット回線販売等が堅調に推移し、売上高は2,124百万円（前

年同四半期連結会計期間比46.2％増）となりました。

利益面では、人員削減、拠点統廃合などの販売費及び一般管理費の抑制施策の効果により、営業利益

は50百万円（前年同四半期連結会計期間は７百万円の営業損失）となりました。

③技術者派遣事業

前年同期に比べ稼働人員が減少したことにより、技術者派遣事業の売上高は1,091百万円（前年同四

半期連結会計期間比75.6％減）となりました。

利益面では、前連結会計年度に行った人員削減、社宅の集約化による家賃地代の削減等により販売管

理費及び一般管理費を抑制した結果、営業利益は52百万円（前年同四半期連結会計期間比78.9％減）

となりました。

④警備・その他事業

警備・その他事業の売上高は551百万円(前年同四半期連結会計期間比70.6％減)となりました。

利益面では、業務効率化による販売管理費及び一般管理費抑制施策により、営業利益は18百万円(前

年同四半期連結会計期間は４百万円の営業損失)となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年

度末に比べて688百万円減少（前年同四半期連結会計期間は2,002百万円の減少）し、残高は4,227百万円

となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

税金等調整前四半期純損失が357百万円、売上債権の増加が140百万円（仕入債務の減少は287百万

円）、未払消費税等の減少が343百万円であったのに対し、投資有価証券評価損が543百万円、保険積立

金の減少が222百万円、未収入金の減少が247百万円であったこと等により、営業活動の結果使用した資

金は79百万円（前年同四半期連結会計期間は得られた資金が1,255百万円）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

上場子会社である㈱フルキャストテクノロジーにおける定期預金の預入による支出が100百万円、有

形固定資産の取得による支出が26百万円であったこと等により、投資活動の結果使用した資金は129百

万円（前年同四半期連結会計期間は使用した資金が464百万円）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

長期借入金の返済による支出が480百万円であったこと等により、財務活動の結果使用した資金は

480百万円（前年同四半期連結会計期間は使用した資金が2,793百万円）となりました。
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(3)資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より1,740百万円減少し11,332百万円とな

りました。自己資本は404百万円減少し888百万円（自己資本比率は7.8％）、純資産は406百万円減少し

1,318百万円となりました。

なお、資産ならびに負債区分における主な変動は次のとおりであります。

資産の部では、流動資産が前連結会計年度末に比べて690百万円減少し、9,467百万円となりました。こ

れは主に長期借入金の返済等により現金及び預金が587百万円減少し4,327百万円となったこと等による

ものです。固定資産は前連結会計年度末に比べて1,050百万円減少し、1,864百万円となりました。これは

主に差入保証金が181百万円減少し857百万円、投資有価証券の評価損、保険積立金の減少の影響などによ

り、投資その他の資産（その他）が838百万円減少し430百万円となったこと等によるものです。

負債の部では、流動負債が前連結会計年度末より862百万円減少し、7,570百万円となりました。これは

主に希望退職に関わる支払等により未払金が628百万円減少し1,209百万円となったこと、賞与引当金が

158百万円減少し132百万円となったこと、未払法人税等が68百万円減少し32百万円となったこと等によ

るものです。固定負債は前連結会計年度末より472百万円減少し、2,443百万円となりました。これは主に

長期借入金が472百万円減少（１年内返済予定の長期借入金は８百万円の減少）し1,928百万円となった

ことによるものです。

　

(4)継続企業の前提に関する事項についての対応策等について

当社グループでは、日本経済の急激な景気悪化や労働環境の悪化などの影響により、厳しい経営環境が

続いております。その結果、平成21年９月期の連結財務諸表上の売上高は平成20年９月期と比べ大幅な減

収（前年同期比42.1％減）となり、682百万円の営業損失を計上いたしました。また、このような経営環境

のもと、一部の取引金融機関と今後の借入金の契約条件の見直しについて交渉を継続しております。

このような状況により、当第１四半期報告書提出日現在において、継続企業の前提に関する重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を解消すべく、当社グループでは、平成21年９月期に中期経営計画「３か年計画」を策定し、

グループの再編及びリストラクチャリングを実行いたしました。グループ再編については、事業ドメイン

を「短期業務支援事業」、「営業支援事業」と定め、事業の選択と集中を推進してまいりました。また、子

会社の人員削減や支店の統廃合を軸としたリストラクチャリングを実施し、販売費及び一般管理費の削

減を推進しており、これらの経営合理化策を推進することで経営基盤の強化を図るとともに、引き続きコ

ンプライアンス最優先の経営を推進してまいります。

当社グループでは、上記施策により、グループ全社における経営基盤を強化することで、継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況についても解消されるものと考えております。

　

(5)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(6)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,100,000

計 1,100,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 395,964 395,964
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準
となる株式であります。単元株制度
は採用しておりません。

計 395,964 395,964 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ─ 395,964 ─ 3,741 ─ 1,177

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿により記載してお

ります。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
11,100

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
384,864

384,864 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 395,964 ― ―

総株主の議決権 ― 384,864 ―

(注)  上記「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が10株（議決権10個）含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱フルキャストホール
ディングス

東京都渋谷区桜丘町2-6 11,100 ─ 11,100 2.80

計 ― 11,100 ─ 11,100 2.80

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月 11月 12月

最高(円) 7,1506,7506,900

最低(円) 5,8005,6605,520

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当

第１四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。

　

　

EDINET提出書類

株式会社フルキャストホールディングス(E05182)

四半期報告書

14/31



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,327 4,914

受取手形及び売掛金 4,216 4,041

商品 154 134

仕掛品 2 1

貯蔵品 35 39

その他 793 1,090

貸倒引当金 △59 △62

流動資産合計 9,467 10,157

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 119

※1
 116

工具、器具及び備品（純額） ※1
 132

※1
 147

その他（純額） ※1
 1

※1
 1

有形固定資産合計 252 263

無形固定資産

のれん 36 39

その他 368 425

無形固定資産合計 404 464

投資その他の資産

差入保証金 857 1,038

その他 430 1,268

貸倒引当金 △78 △119

投資その他の資産合計 1,209 2,187

固定資産合計 1,864 2,914

資産合計 11,332 13,072
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 171 210

短期借入金 3,011 3,011

1年内返済予定の長期借入金 2,003 2,012

未払金 1,209 1,837

未払費用 718 706

未払法人税等 32 100

賞与引当金 132 290

解約調整引当金 31 91

その他 262 175

流動負債合計 7,570 8,432

固定負債

長期借入金 1,928 2,400

退職給付引当金 501 495

その他 14 20

固定負債合計 2,443 2,915

負債合計 10,013 11,347

純資産の部

株主資本

資本金 3,741 3,741

資本剰余金 3,183 3,183

利益剰余金 △3,289 △2,893

自己株式 △2,747 △2,747

株主資本合計 888 1,284

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1 8

評価・換算差額等合計 1 8

少数株主持分 430 432

純資産合計 1,318 1,724

負債純資産合計 11,332 13,072
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 19,456 9,187

売上原価 14,895 7,037

売上総利益 4,561 2,151

販売費及び一般管理費 ※1
 4,834

※1
 1,872

営業利益又は営業損失（△） △273 279

営業外収益

不動産賃貸料 64 －

受取配当金 44 3

その他 78 38

営業外収益合計 187 41

営業外費用

支払利息 62 31

不動産賃貸原価 56 －

持分法による投資損失 18 9

その他 60 26

営業外費用合計 196 66

経常利益又は経常損失（△） △282 254

特別利益

貸倒引当金戻入額 13 19

保険解約返戻金 － 12

受入助成金 － 50

その他 0 －

特別利益合計 13 80

特別損失

関係会社株式売却損 837 －

投資有価証券評価損 53 543

保険解約損 60 －

店舗閉鎖損失 241 －

特別退職金 － 45

雇用調整支出金 － 70

訴訟関連費用 － 30

その他 6 3

特別損失合計 1,197 691

税金等調整前四半期純損失（△） △1,466 △357

法人税、住民税及び事業税 176 21

法人税等調整額 △17 21

法人税等合計 159 42

少数株主利益又は少数株主損失（△） 21 △2

四半期純損失（△） △1,647 △397
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,466 △357

減価償却費 148 82

のれん償却額 56 3

投資有価証券評価損益（△は益） 53 543

関係会社株式売却損益（△は益） 837 －

持分法による投資損益（△は益） 18 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） 102 △44

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26 7

賞与引当金の増減額（△は減少） △427 △158

受取利息及び受取配当金 △45 △3

支払利息 62 31

売上債権の増減額（△は増加） 1,806 △140

仕入債務の増減額（△は減少） △131 △287

保険積立金の増減額（△は増加） 342 222

未収入金の増減額（△は増加） － 247

未払費用の増減額（△は減少） △292 11

未払消費税等の増減額（△は減少） － △343

その他 577 200

小計 1,667 22

利息及び配当金の受取額 45 3

利息の支払額 △72 △30

法人税等の支払額 △427 △74

法人税等の還付額 42 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,255 △79

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △100

有形固定資産の取得による支出 △47 △26

無形固定資産の取得による支出 △51 △4

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△368 －

その他 1 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △464 △129

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △694 －

長期借入金の返済による支出 △2,099 △480

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,793 △480

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,002 △688

現金及び現金同等物の期首残高 9,878 4,914

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,875

※1
 4,227
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

当社グループでは、日本経済の急激な景気悪化や労働環境の悪化などの影響により、厳しい経営環境

が続いております。その結果、平成21年９月期の連結財務諸表上の売上高は平成20年９月期と比べ大幅

な減収（前年同期比42.1％減）となり、682百万円の営業損失を計上いたしました。また、このような経

営環境のもと、一部の取引金融機関と今後の借入金の契約条件の見直しについて交渉を継続しており

ます。

このような状況により、当第１四半期報告書提出日現在において、継続企業の前提に関する重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を解消すべく、当社グループでは、平成21年９月期に中期経営計画「３か年計画」を策定

し、グループの再編及びリストラクチャリングを実行いたしました。グループ再編については、事業ド

メインを「短期業務支援事業」、「営業支援事業」と定め、事業の選択と集中を推進してまいりまし

た。また、子会社の人員削減や支店の統廃合を軸としたリストラクチャリングを実施し、販売費及び一

般管理費の削減を推進しており、これらの経営合理化策を推進することで経営基盤の強化を図るとと

もに、引き続きコンプライアンス最優先の経営を推進してまいります。

当社グループでは、上記施策により、グループ全社における経営基盤を強化することで、継続企業の

前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況についても解消されるものと考えております。しか

し、現時点では経営環境改善の先行きが不透明であることなどから、当社グループの利益計画及び収支

計画の達成見込みについては重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（連結の範囲の変更）

(1)当第１四半期連結会計期間に、㈱フルキャストビジネスサポートを設立し、同社を連結の範囲に含めておりま

す。

(2)当第１四半期連結会計期間に、㈱フルキャストアドバンスは、連結子会社であった㈱ニッソーを吸収合併して

おります。

(3)変更後の連結子会社の数  ８社

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金の増減額（△は増加）」、「未払消費税等の増減額（△は減少）」は、金額的重要性が増し

たため、当第１四半期連結累計期間において区分掲記することといたしました。

なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未収入

金の増減額（△は増加）」、「未払消費税等の増減額（△は減少）」の金額は、それぞれ５百万円、183百万円であ

ります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

(固定資産の減価償却費の算定方法)

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年９月30日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 565百万円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含
まれております。

２  担保資産
担保に供している資産について、事業の運営に
おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の
末日に比べて著しい変動が認められるもの

関係会社株式 534百万円

上記の関係会社株式は、連結子会社株式であり、
四半期連結貸借対照表には計上されておりませ
ん。

　

※１  有形固定資産の減価償却累計額 621百万円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含
まれております。

２          ――――――――――――
 
 
 
 
 
 
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与及び賞与 1,500百万円

雑給 404  〃

法定福利費 270  〃

賞与引当金繰入額 258  〃

退職給付費用 64  〃

地代家賃 528  〃

求人費 142  〃

貸倒引当金繰入額 113  〃

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与及び賞与 639百万円

雑給 59  〃

法定福利費 96  〃

賞与引当金繰入額 48  〃

退職給付費用 26  〃

地代家賃 223  〃

求人費 14  〃

貸倒引当金繰入額 11  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 7,775百万円

マネーマネジメントファンド 100  〃

現金及び現金同等物 7,875百万円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,327百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △100  〃

現金及び現金同等物 4,227百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成21年10月１日 

至  平成21年12月31日)

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 395,964

　

２. 自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,100

　

３. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４. 配当に関する事項

該当事項はありません。
　
５. 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

時価のないその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有

価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められます。

　
時価のないその他有価証券

　

区分
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年９月30日)

差額(百万円)

その他有価証券 　 　 　

非上場株式 206 748 543

計 206 748 543

(注)当第１四半期連結会計期間末及び前連結会計年度末の金額は、減損処理後の金額を記載しております。

なお、当第１四半期連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損543百万円を計上しております。

　

(デリバティブ取引関係)

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので記載対象から除いておりま

す。
　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
　

(企業結合等関係)

㈱フルキャストアドバンスは、㈱ニッソーを平成21年10月１日に吸収合併しております。当該吸収合併は

連結子会社同士の合併であり、共通支配下の取引等に該当しますが、重要性が乏しいため注記を省略してお

ります。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
スポット
事業
(百万円)

ファクト
リー事業
(百万円)

テクノロ
ジー事業
(百万円)

オフィス
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

7,0173,6364,4652,4671,87119,456 ― 19,456

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

77 2 1 3 3 86 (86) ―

計 7,0943,6384,4662,4701,87419,542(86)19,456

営業利益又は営業損失(△) △281 △1 247 △24 △4 △63 (210)△273

(注)１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

    ２．各事業の主なサービス

(1)スポット事業…………短期人材派遣・請負

(2)ファクトリー事業……工場ライン派遣・請負

(3)テクノロジー事業……技術者派遣・請負、情報通信

(4)オフィス事業…………オフィス系人材派遣・請負

(5)その他事業……………飲食店経営、警備業、広告代理業等
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当第１四半期連結累計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
短期業務
支援事業
(百万円)

営業支援
事業
(百万円)

技術者派遣
事業
(百万円)

警備・その
他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,421 2,124 1,091 551 9,187 ― 9,187

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

0 12 2 1 15 (15) ―

計 5,422 2,136 1,094 551 9,203 (15) 9,187

営業利益 264 50 52 18 384 (105) 279

(注)１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

    ２．各事業の主なサービス

(1)短期業務支援事業……短期人材アウトソーシング

(2)営業支援事業…………営業アウトソーシング

(3)技術者派遣事業………技術者派遣・請負

(4)警備・その他事業……警備業、飲食店経営

    ３．事業区分の方法の変更

当社グループは、従来、事業区分を「スポット事業」「ファクトリー事業」「テクノロジー事業」「オフィ

ス事業」「その他事業」の５区分としておりましたが、事業再編に伴い、ファクトリー事業からは撤退し、当第

１四半期連結累計期間より(注)２の「各事業の主なサービス」により開示することに致しました。その結果、

平成21年９月期に「オフィス事業」に含めておりましたオフィス系人材派遣事業の事務系人材サービスを

「短期業務支援事業」に計上しております。

新しい事業区分によった場合の前第１四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報は次のとおりで

あります。

前第１四半期連結累計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
短期業務
支援事業
(百万円)

営業支援
事業
(百万円)

技術者
派遣事業
(百万円)

警備・そ
の他事業
(百万円)

ファクト
リー事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,0311,4534,4651,8713,63619,456 ― 19,456

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

79 0 1 3 2 86 (86) ―

計 8,1101,4534,4661,8743,63819,542(86)19,456

営業利益又は営業損失(△) △297 △7 247 △4 △1 △63 (210)△273

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第１四半期連結累

計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第１四半期連結累

計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社フルキャストホールディングス(E05182)

四半期報告書

24/31



(１株当たり情報)

１.１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年9月30日)

　 　

　 2,307円79銭
　

　 　

　 3,357円40銭
　

　

２.１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 6,216円70銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

─  円
　

１株当たり四半期純損失金額 1,030円61銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

─  円
　

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
２.１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 1,647 397

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,647 397

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 264,864 384,864
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(重要な後発事象)

１．子会社株式の一部譲渡

当社は、平成21年12月29日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストマーケティング

の株式の一部を㈱光通信へ譲渡することを決議し、平成22年１月１日に株式の譲渡を完了しております。

(1)子会社株式の譲渡の理由

㈱フルキャストマーケティングは、自社のコールセンターや営業スタッフを有し、通信商材関連の営業

支援事業を行っております。

一方、光通信グループは、全国に広がる販売網を通じて、携帯電話、ＯＡ機器、インターネット関連サー

ビス等の販売や契約取次を行っております。

当該株式譲渡により、営業支援事業における光通信グループとの更なる連携強化につなげるためであ

ります。

(2)子会社株式の譲渡

①譲渡する子会社の概要

(a)商号 ㈱フルキャストマーケティング

(b)事業の内容 営業アウトソーシング事業、コールセンター運営事業

(c)所在地 大阪市北区堂島二丁目４番27号

(d)代表者 代表取締役社長    平野  岳史

　 代表取締役副社長  太田  智

(e)資本金 80百万円

(f)当社との取引関係 資金貸付、経営指導

②譲渡先の概要

(a)譲渡の相手先 ㈱光通信

(b)事業の内容 移動体通信事業、ＯＡ機器販売事業等

(c)所在地 東京都豊島区南池袋一丁目16番15号

(d)代表者 代表取締役社長  玉村  剛史

(e)資本金 54,259百万円

(f)当社との関係 当社の発行済株式の15.15%(60,000株)を所有しており
ます。同社は当社の主要株主であることから、同社は当
社の関連当事者に該当いたします。

③譲渡の日程

平成21年12月29日    取締役会決議・株式売買契約締結

平成22年１月１日    株式譲渡

④譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡後の持分比率

(a)譲渡株式数 240株

(b)譲渡価額 150百万円

(c)譲渡後の持分比率 85.00％
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２．子会社による株式取得

当社は、平成21年12月29日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストマーケティング

による光通信グループ２社(㈱イーストコミュニケーションおよび㈱エーコーシステム)の株式を㈱ハ

ローコミュニケーションズより取得し、子会社化することについて承認することを決議し、㈱フルキャス

トマーケティングは、平成22年１月１日に株式を取得しております。

(1)子会社による株式取得の理由

㈱フルキャストマーケティングは、自社のコールセンターや営業スタッフを有し、通信商材関連の営業

支援事業を行っております。

一方、光通信グループは、全国に広がる販売網を通じて、携帯電話、ＯＡ機器、インターネット関連サー

ビス等の販売や契約取次を行っております。

テレマーケティング事業を行う光通信グループ企業の株式を取得し子会社化することで、営業支援事

業におけるコールセンター事業を拡大するためであります。

(2)子会社による株式取得

①取得先の概要

(a)取得の相手先 ㈱ハローコミュニケーションズ

(b)事業の内容 コールセンター運営事業

(c)所在地 東京都豊島区東池袋一丁目34番５号

(d)代表者 代表取締役社長  豊田  繁太郎

(e)資本金 85百万円

(f)当社との関係 同社は当社の主要株主である㈱光通信の子会社である
ことから、同社は当社の関連当事者に該当いたします。

②取得する子会社の概要

(a)商号 ㈱イーストコミュニケーション

(b)事業の内容 テレマーケティングによる通信販売業

(c)所在地 北海道札幌市北区北七条西五丁目５番地３号

(d)代表者 代表取締役社長    山崎  俊

(e)規模 (平成22年３月期  12月31日時点)

　 資本金 90百万円

　 総資産 433百万円

(f)当社との取引関係 特記事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社フルキャストホールディングス(E05182)

四半期報告書

27/31



　

(a)商号 ㈱エーコーシステム

(b)事業の内容 テレマーケティングによるサポート事業

(c)所在地 北海道留萌市錦町四丁目２番13号

(d)代表者 代表取締役社長    大和田  征矢

(e)規模 (平成22年３月期  12月31日時点)

　 資本金 90百万円

　 総資産 154百万円

(f)当社との取引関係 特記事項はありません。

③譲渡の日程

平成21年12月29日    取締役会決議・株式売買契約締結

平成22年１月１日    株式取得

④取得株式数、取得価額及び取得後の持分比率

㈱イーストコミュニケーション

(a)取得株式数 918株

(b)取得価額 51百万円

(c)取得後の持分比率 51.00％

㈱エーコーシステム

(a)取得株式数 2,754株

(b)取得価額 51百万円

(c)取得後の持分比率 51.00％

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社　フルキャストホールディングス

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大 　 谷　　秋　　洋　㊞　　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　日 野 原　　克　　巳　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社フルキャストホールディングスの平成20年10月1日から平成21年9月30日までの連結会計年度の第１四半

期連結累計期間（平成20年10月1日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フルキャストホールディングス及び

連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

追記情報

注記事項の継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、東京

労働局より労働者派遣事業停止命令及び労働者派遣事業改善命令を受けた。その結果、平成21 年9 月期に

おいて、売上高の減少、営業利益の減益を見込んでおり、当第１四半期連結会計期間末において、主要金融機

関と今後の借入金の契約条件の見直しについて協議を継続している。このような状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。四半期

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸

表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成22年２月12日

株式会社　フルキャストホールディングス

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    谷    秋    洋  ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    日 野 原    克    巳  ㊞

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社フルキャストホールディングスの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年

10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フルキャストホールディングス及び

連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

追記情報

1.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は日本経済の急激な景気悪化や労働環境の

悪化などの影響により、厳しい経営環境が続いている。その結果、平成21年9月期の連結財務諸表上の売上

高は平成20年9月期と比べ大幅な減収（前年同期比42.1％減）となり、682百万円の営業損失を計上して

おり、一部の金融機関と今後の借入金の契約条件の見直しについて交渉を継続している。このような状況

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められ

る理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

2.重要な後発事象に注記されているとおり、会社は平成21年12月29日開催の取締役会において、連結子会社

株式の一部を譲渡することを決議し、平成22年１月１日に譲渡を完了している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

 

(注)１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

    ２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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